
（平成２３年４月２７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認山梨地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



山梨厚生年金 事案 512 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立人のＡ社及びＢ社における標準報酬月額に係る記録を、平成 12 年 11 月

及び同年 12 月は 32 万円、13 年１月及び同年２月は 30 万円、同年３月は 28

万円、同年４月から 14 年２月までは 32 万円、同年３月は 30 万円、同年４月

は 32 万円、同年５月は 30 万円、同年６月は 26 万円、同年７月から 15 年３

月までは 32 万円、同年４月は 38 万円、同年５月は 34 万円、同年６月は 38

万円、同年７月は 30 万円、同年８月は 34 万円、同年９月から同年 12 月まで

は 38 万円、16 年１月は 34 万円、同年２月から同年９月までは 38 万円、同

年 10 月から 18 年８月までは 36 万円、同年９月から同年 12 月までは 34 万円

に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は平成 12 年 11 月から 18 年 12 月までの上記訂正後の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 12年 11月１日から 18年１月 19日まで 

                          ② 平成 18年１月 19日から 19年１月１日まで 

    私がＡ社に勤めていた申立期間①及びＢ社に勤めていた申立期間②の標

準報酬月額の記録が会社からもらっていた給与額より少なくなっているの

で、厚生年金保険の記録を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているところ、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき

記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認め

られる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範



囲内とされていることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

したがって、申立期間のうち、平成 15 年１月から 18 年 12 月までの期間に

ついては、事業主が提出した賃金台帳において確認できる保険料控除額又は

報酬月額から、15 年１月から同年３月までは 32 万円、同年４月は 38 万円、

同年５月は 34 万円、同年６月は 38 万円、同年７月は 30 万円、同年８月は

34 万円、同年９月から同年 12 月までは 38 万円、16 年１月は 34 万円、同年

２月から同年９月までは 38 万円、同年 10 月から 18 年８月までは 36 万円、

同年９月から同年 12月までは 34万円に訂正することが妥当である。 

また、申立期間のうち、平成 12 年 11 月から 14 年 12 月までの期間につい

ては、保険料控除額等を確認できる給与明細書、源泉徴収票及び申立事業所

の賃金台帳が無く、実際の社会保険料控除額及び報酬月額がいずれも確認で

きないが、賃金台帳において、確認できる 15 年１月から 18 年 12 月までの保

険料控除額が一定期間継続して同額となっていることから、12 年 11 月から

14 年 12 月までの期間についても、その直後の保険料控除額と同額が控除さ

れていたものと推認でき、このこと及び申立人から提出された預金取引明細

書の振替給料額から推認できる報酬月額から、12 年 11 月から同年 12 月まで

は 32 万円、13 年１月から同年２月までは 30 万円、同年３月は 28 万円、同

年４月から 14 年２月までは 32 万円、同年３月は 30 万円、同年４月は 32 万

円、同年５月は 30 万円、同年６月は 26 万円、同年７月から同年 12 月までは

32万円に訂正することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主が実際の給料より低い報酬月額を届け出たとしていることから、その結

果、社会保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額に見合う保険料の納入の

告知を行っておらず、事業主は当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していない

と認められる。 



山梨厚生年金 事案 513 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間のうち、昭和 58 年 11月 1 日から 61 年８月１日までの期

間及び同年 10 月１日から平成６年４月１日までの期間に係る標準報酬月額の

記録については、昭和 58 年 11 月から 60 年１月までは 24 万円、同年２月か

ら 61 年５月までは 26 万円、同年６月から同年７月までの期間及び同年 10 月

から同年 12 月までの期間は 28 万円、62 年１月は 24 万円、同年２月から同

年 10 月までは 28 万円、同年 11 月から平成元年３月までは 30 万円、同年４

月から同年７月までは 32 万円、同年８月は 30 万円、同年９月から２年 12 月

までは 32 万円、３年１月から同年 12 月までは 44 万円、４年１月から６年３

月までは 41万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年 11月１日から平成６年４月１日まで 

    Ａ社に勤務していた当時、給与から控除されていた厚生年金保険料の金

額と比べて、オンライン記録にある標準報酬月額が正当なものではないと

思われるので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているところ、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月

額の範囲内とされていることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方

の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人の標準報酬月額の記録については、申立人が保管する



給与明細書において確認できる保険料控除額又は報酬月額から、申立期間の

うち、昭和 58 年 11 月及び同年 12 月は 24 万円、60 年２月は 26 万円、61 年

６月から同年７月までの期間及び同年 10月から同年 12月までの期間は 28万

円、62 年１月は 24 万円、同年２月から同年 10 月までは 28 万円、同年 11 月

から平成元年３月までは 30 万円、同年４月から同年７月までは 32 万円、同

年８月は 30万円、同年９月から同年 12月までは 32万円に訂正することが妥

当である。 

   また、申立期間のうち、平成２年１月から５年 12 月までの期間については、

各月の保険料控除額等を確認できる給与明細書及び事業所の賃金台帳は無い

が、申立人が提出した２年から５年までの各年の源泉徴収票に記載された給

与支払金額及び社会保険料額から、給与明細書が確認できる期間の当該事業

所の給与支給内容及び賞与支給額を考慮すると、当該期間については、オン

ライン記録を上回る保険料控除額及び報酬月額であったと推認できることか

ら、当該期間の標準報酬月額については、２年１月から同年 12 月までは 32

万円、３年１月から同年 12月までは 44万円、４年１月から５年 12月までは

41万円に訂正することが妥当である。 

   さらに、申立期間のうち、平成６年１月から同年３月までの期間について

は、保険料控除額等を確認できる給与明細書、源泉徴収票及び申立事業所の

賃金台帳が無く、実際の保険料控除額及び報酬月額がいずれも確認できない

ものの、申立人が保管する預金通帳に記載されている給与振込額が、オンラ

イン記録にある当該期間の標準報酬月額よりも高い金額となっており、毎月

の振込金額に余り増減が無く、源泉徴収票が提出された期間の支給内容及び

厚生年金保険料等の控除額を考慮すると、オンライン記録を上回る標準報酬

月額に見合う保険料が控除されていると推認できる。この推認される保険料

控除額から、当該期間の標準報酬月額については 41 万円とすることが妥当で

ある。 

   加えて、申立期間のうち、昭和 59 年１月から 60 年１月までの期間及び同

年３月から 61 年５月までの期間については、保険料控除額等を確認できる給

与明細書、源泉徴収票及び申立事業所の賃金台帳が無く、実際の保険料控除

額及び報酬月額がいずれも確認できない上、預金通帳等給与振込額を確認で

きる資料も無いが、申立人から提出された当該期間前後の給与明細書の支給

内容から、申立期間のうち、58 年 11 月以降の期間については、退職時まで

恒常的にオンライン記録を上回る厚生年金保険料が控除されていたことが確

認できる上、毎月の報酬月額及び保険料額は一定期間継続してほぼ同額とな

っていることが確認できる。このことから、当該期間について、その直前の

報酬月額及び保険料控除額が継続していたものと推認でき、当該期間の標準

報酬月額については、59 年１月から 60 年１月までは 24 万円、同年３月から

61年５月までは 26万円とすることが妥当である。 



   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申

立事業所では、申立期間当時の社会保険関係資料及び賃金台帳を保管してお

らず、当時の状況は不明であるとしているが、給与明細書等において確認で

きる保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所（当

時）で記録されている標準報酬月額が長期にわたり一致していないことから、

事業主は、給与明細書で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬

月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

していないと認められる。 

   一方、申立期間のうち、昭和 56 年 11 月から 58 年 10 月までの期間及び 61

年８月から同年９月までの期間については、給与明細書から確認できる給与

支給総額は、当該事業所から社会保険事務所へ届出されている標準報酬月額

を上回っている月もあることが認められるものの、これらの資料において事

業主により給与から源泉控除されていたと認められる厚生年金保険料額に見

合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額とが一致していることが

確認できることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっ

せんは行わない。 



                      

  

山梨国民年金 事案 356 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年４月から５年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年４月から５年３月まで  

年金記録を確認したところ、申立期間の国民年金保険料が未納とされて

いることが分かった。申立期間当時、私はＡ市内の大学に在学中で、申立期

間の国民年金保険料は母親が納付した。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得がいかないので、申立期間について保険料を納付したことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、母親が納付したと主張して

いるが、申立人自身は保険料の納付に直接関与していないため、保険料の納

付についての記憶は無く、納付状況は不明である。 

また、申立人が、申立人の申立期間の国民年金保険料を納付したとする母親

も、申立人の保険料の納付について「明確な記憶が無い。」とした上で、「納付

したかもしれないが、受領書など提出できるものは無く、家計簿も最近の４、

５年のものを残して処分してしまった。」としており、保険料を納付した場所、

納付金額等についても記憶が無いとしているため、申立期間における保険料の

納付状況が不明である。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（日記、

メモ、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



山梨厚生年金 事案 514 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年 10月１日から 12年８月１日まで 

    銀行の口座から引き落とされている社会保険料額から考えて、私が受け

取っている厚生年金の金額は少ないと思う。会社の口座の取引明細書があ

るのでよく調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められ

る厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額

の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。 

   したがって、申立期間については、税理士から提出された当該期間に係る

源泉徴収簿により確認できる報酬月額及び保険料控除額に見合う標準報酬月

額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることから、特例法によ

る保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 



山梨厚生年金 事案 515 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 63年 10月１日から平成元年 10月１日まで 

             ② 平成 11年 10月１日から 12年８月１日まで 

             ③ 平成 13年 10月１日から 14年２月 28日まで 

    申立期間①及び②については、給与が下がることは無かったので、記録

上標準報酬月額が下がっていることに納得できない。 

また、申立期間③についての給与月額は、30 万円だったと記憶している。

標準報酬月額を訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間①及び②については、給与が下がることは無かった

ので、記録上標準報酬月額が下がっていることに納得できない。」と主張し

ている。 

   しかし、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、事

業主から聴取することができず、関連資料も無いため、申立人の保険料の控

除について確認できない。 

また、申立期間①について、オンライン記録において、申立人及び同僚の

資格記録には、標準報酬月額が遡及して訂正された形跡は見当たらず、処理

年月日についても、通常の算定基礎届の時期である上、申立人の標準報酬の

等級差も 1等級であるなど、事務処理上不自然な点は見当たらない。 

申立期間②についても、資格記録が申立期間①と同様に不自然でない上、

次の算定基礎届を待たずに、昇給に対応した月額変更届（24 万円を 30 万円

に変更）が平成 12 年８月に提出されているなど、会社及び社会保険事務所

（当時）が標準報酬月額についての不適正な事務処理をしていた形跡は見当



たらない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間③について、申立人は、「退職時の給与月額が 30 万円だっ

た。」と主張しているが、会社の同僚の証言及び会社の破産管財人から提出

された給与明細書により、申立人の給与は、平成 13 年７月から６パーセン

トカットされており、それに基づき、同年 10 月１日付け改定の月額変更届

が提出されていることが確認できる上、当該月額変更の基礎となる同年７月

から９月の平均給与額は 24 万円の標準報酬等級に対応することから、当該

変更届は事実に即した届出であったことが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間①、②及び③について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 



山梨厚生年金 事案 516 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 :  昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

       申 立 期 間 ： ① 昭和 40年１月１日から同年７月１日まで 

            ② 昭和 41年９月１日から 43年 10月１日まで 

Ａ社の厚生年金保険被保険者期間の 31 か月分が脱退手当金として支給さ

れていることを年金を請求するときに初めて知った。当時は、年金に関心

も無く、社会保険事務所（当時）がどこにあるかも知らなかった。脱退手

当金を支給された記憶は無いので調査してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②の脱退手当金については、それぞれの申立期間に係る健

康保険厚生年金保険被保険者原票に「脱」の記載があり、申立期間②の被保

険者記号番号を重複整理して申立期間①の被保険者記号番号へ統合した厚生

年金保険被保険者記号番号払出簿に「脱Ｂ」の押印がある。 

また、厚生年金保険脱退手当金支給報告書では、申立人に対して脱退手当

金を支給したことを示す資格期間、支給金額及び支給年月日の記載が確認で

き、申立期間①及び②の脱退手当金は支給額に計算上の誤りも無く、一連の

事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立期間①及び②の前後に脱退手当金が未請求となっている別の

事業所の厚生年金保険被保険者期間があるが、当該被保険者期間と申立期間

①及び②の被保険者期間とは別番号である上、生年月日等が異なって管理さ

れており、当時、請求者からの申出が無い限り、全ての被保険者期間を把握

することは困難であったことを踏まえると、支給されていない期間が存在す

ることに不自然さはうかがえない。 

このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。  

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


